第２６回大阪府新公会計制度アドバイザリー会議　議事要旨
日　時：平成２４年７月４日（水）１４時１５分から１７時１５分
場　所：府庁別館８階　共用会議室
出席者：新公会計制度アドバイザー（小幡寛子氏、武田宗久氏）

　　　　清水涼子監査委員
会計管理者、会計局長ほか、新公会計制度グループ員６名、財政課ほか４名
◎アドバイザーの主な意見
【連結財務諸表について】

· 連結財務諸表の対象法人については、大阪府財政運営基本条例施行規則第６条第３項の規定のとおりで理解するが、自立化法人の取扱いについては再検討を要する。また、公益法人における出資割合の考え方について、今後の国の動きも踏まえて整理していただきたい。
【減損会計について】

· 用途変更に伴って減損を認識する際の減損損失額の測定において、使用価値相当額は変更した新たな用途として算定するものであることにご留意いただきたい。なお、減損会計を導入する以上、変更後の用途における再調達価額を見積もれるようにしておく必要がある。
· 当該年度末において、１年後等の使用停止が既に決定されている場合、減損の兆候に該当し注記に記載することとなるが、以下のことに留意すべき。
・使用停止時に発生する減損損失見込額を注記に加えること。

・当該年度末において使用されていない部分について減損損失を認識するかどうかの判断基準を明確にしておく必要があること。
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